
様式１

Ⅰ　団体の概要

（平成31年4月1日現在）

※上記のうち190,000千円は特定資産に充当

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 公益財団法人静岡県産業振興財団

所　　在　　地 静岡市葵区追手町44番地の１ 設立年月日 昭和45年3月12日

代　　表　　者 理事長　中西　勝則 県 所 管 課 経済産業部商工振興課

運営する施設 なし

団体ホームページ http://www.ric-shizuoka.or.jp

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡県 7,123,120 100.0  常勤役員 1  常勤職員 43 

 うち県OB 1  うち県OB

 うち県派遣  うち県派遣 6 

 非常勤役員 21  非常勤職員 8 

役員 計 22 職員 計 51 

基本財産（資本金） 計 7,123,120 100.0

設立に係る根拠法令等

・小規模企業者等設備導入資金助成法（第２条第４項、第14条）
・下請中小企業振興法（第15条）
・中小企業支援法（第７条）
・中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（第29条）
・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
・公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

団体の沿革

・昭和45年３月　（財）静岡県中小企業振興協会として発足
・昭和57年４月　（財）静岡県中小企業振興公社に名称変更
・平成12年３月　（財）静岡県科学技術振興財団（平成３年設立）を統合し、
　　　　　　　　　　 （財）しずおか産業創造機構となる。
・平成13年４月　静岡県中小企業総合指導センター廃止に伴い業務の移管
　　　　　　　　　　 を受ける。
・平成15年４月　ファルマバレーセンター設置
・平成21年４月　フーズ・サイエンスセンター設置
・平成24年４月　公益財団法人に移行し、（公財）静岡県産業振興財団とな
　　　　　　　　　　 る。
・平成29年８月　 （一財）ふじのくに医療城下町推進機構[新法人]の設立
・平成30年４月　ファルマバレーセンター部門を新法人へ譲渡

中小企業等の産業創出の支援及び経営基盤の強化を図り、科学技術の研究開発を促進するととも
に、静岡県が進める新産業集積クラスターを推進し、もって静岡県の産業の発展に寄与することを目
的とする。

①産業創出支援、②経営基盤強化、③科学技術研究開発支援、④フーズ・サイエンスヒルズプロジェ
クトの推進
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３ 団体を取り巻く環境

区　分 内　　　　容

　団体を取り巻く社会
　経済環境の変化や
　新たな県民ニーズ

・本県経済を本格的な回復軌道に乗せ、持続的に発展させていくため、県は、
産業界、金融界と連携し、「静岡県産業成長戦略」を策定している。
・この戦略では、地域企業の事業活動の活発化を目指し、既存の中小企業の
枠を超えた地域企業全体を総合的に支援するため、産業支援機関の機能強
化に取り組むこととしている。
・また、次世代産業の創出については、ファルマ、フーズ、フォトン分野に加
え、成長分野における県内企業などが有する有望な技術シーズを調査し、重
点化して支援を継続している。

 行政施策と団体活動
 との関係（役割分担）

県では、本県経済を支えているのは県内企業の99.8%を占める中小企業であ
るとの認識の下、従来から中小企業支援策を中心とする産業施策を講じてい
るが、事業の推進に当たっては、産業財団を、全県を対象に中小企業を総合
的に支援する中核的機関として、位置付けている。

 民間企業や他の団体
 との関係（役割分担）

・産業財団は、全県を対象とした窓口相談や専門家派遣、経営革新計画策定
支援、下請取引支援、設備導入に関する資金面の支援等により、県内の中小
企業を総合的に支援している。特に、産業財団の各種コーディネーターが相
談に応じ、研究開発支援や経営革新支援に結び付けるなど中小企業者が抱
える経営課題に対してワンストップで迅速に対応している。
・産業財団の業務は、①法律で実施機関として定められているもの、②県事
業を代替して実施するもの、③その他（補助・委託事業）に大別することができ
る。このうち、①の業務については、産業財団が県全域をカバーする唯一の
実施機関であり、他の産業支援機関がその役割を担うことはできない。
　（例）　中小企業支援法に基づく「中小企業支援センター」としての業務
　　　　　下請中小企業振興法に基づく「下請企業振興協会」としての業務
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４ 事業概要

５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

（単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 H30 予算 H31 予算

合　　　計 1,154,550 1,220,303

目標（上段）及び実績（下段）

評価

29(H28) 29(H29) 46(H30) 40

17 15 17 （R1年度）

750(H28) 750(H29) 1,400(H30) 1,400

902 1,404 1,594 （R1年度）

30(H28) 200(毎年度) 200(毎年度) 200

35 301 222 （毎年度）

※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

・新成長産業戦略的育成事業については、
他事業（地域活性化基金事業）の終了に伴
う県内企業への影響を勘案してH30当初予
算・助成件数目標を立てたが、企業ニーズ
に応じた事業の執行状況を踏まえ、助成事
業の予算規模を調整したため、助成件数の
当初目標と実績に乖離が生じた。
・専門家派遣事業については、近年、企業
からの相談案件が増加しており、それに対
応するための目標を設定。平成30年度は、
企業のニーズに合わせ、目標を上回る件数
に対応した。
・フーズ・サイエンスセンターの販売促進支
援については、企業のニーズに対応するた
め、平成29年度から機能性食品等開発強化
事業を開始。専門の販路アドバイザーを採
用して対応し、平成30年度も目標を上回る
支援を実施した。

○

・新成長産業戦略的育成事業については、
同一事業内の助成事業とは異なるメニュー
での支援（展示会出展支援等）を実施し、柔
軟に企業のニーズに対応し、成長分野への
進出支援に貢献した。
・消費者ニーズの多様化や国際化の進展
等、中小企業を取り巻く環境が著しく変化す
る中で、本県経済を支えている中小企業の
経営基盤の強化や新分野進出等に対する
必要性は高まっている。こうした企業ニーズ
に対して、専門家派遣事業は、中小企業診
断士やITなどの専門家を派遣するものであ
り、中小企業の課題解決に大きく貢献した。
・フーズ・サイエンスセンターでは、機能性食
品制度を活用した製品開発のみならず、販
路開拓までの一貫した支援により、フーズ・
サイエンスヒルズプロジェクトの推進に貢献
した。

県補助
産業創出支援事
業

総合的な支援体制の構築と各段階に応じた各種
支援事業による創業や新事業展開の促進

549,278 590,304

県補助
経営基盤強化事
業

経営資源の確保や受注拡大のための支援事業に
よる中小企業の経営基盤強化

390,756 366,323

県委託
科学技術研究開
発支援事業

中小企業の産学官連携による研究開発の推進及
び科学技術の普及啓発

70,980 98,984

県補助
フーズサイエンス
ヒルズプロジェクト
事業

県の重点施策であるフーズ・サイエンスヒルズプロ
ジェクトの推進

104,575 125,002

（公益共通、法人会計、内部取引消去） 38,961 39,690

指標の名称（単位）
目標値
（年度）H28 H29 H30

新成長産業戦略的育成事業（新
成長産業助成事業）における助成
件数（件）

C

専門家派遣事業における派遣回
数（件）

Ａ

フーズ・サイエンスセンター
販売促進支援件数（件）

Ａ
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７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

８ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

・厳しい経済情勢の中で、セーフティーネット
としての中小企業に対する公的支援の役割
が増大している。
・グローバル競争の中で高度化する産業技
術に適合するため、中小企業に対する各種
の研究開発・事業化支援への要請が高まっ
ている。
・中小企業の行う研究開発や創業・経営革
新の支援を全県的に実施している団体は他
にない。 また、商工会議所等の他の産業支
援機関と事業内容が一部類似するが、支援
対象者が異なり、明確な役割分担がなされ
ている。
・中小企業への経営支援を担う金融機関及
び各種コンサルタント等と産業財団は補完
的な関係にあり、支援事業実施において競
合することはない。
・創業分野においては、創業支援を行う市町
等の支援を実施するなど、他支援機関との
差別化を図っている。

○

・産業財団は、本県の中核的な産業支援機
関として、商工団体をはじめ大学、公的試験
研究機関、金融機関等とのネットワークを形
成し、県内中小企業からの相談にワンストッ
プで対応、様々な支援事業を実施している。
・また、中小企業の創業から販路拡大まで
各段階の支援に加え、県重点施策の推進
機能を担うなど、本県中小企業の振興に必
要不可欠な組織であり、特に近年、企業
ニーズは高度・多様化しており、当団体の専
門性やコーディネート機能への期待は大き
い。

対応状況

団体記載 県所管課記載

実効性のある評価・改善手法
を検討

○

販路相談事業、助成事業等に
ついて追跡調査を実施し、企
業ニーズを把握しつつ、事業
の成果目標を定め、達成度を
測定し、評価、改善に役立て
ている。

選択と集中の視点により事業
内容や実施体制を見直す

○

中小企業の支援ニーズが変
化する中で、実効性を高める
ために助成メニュー等の見直
しを行い、効果的な経営支援
に努めている。

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの以外）

○

県の総合計画や経済産業ビ
ジョンの各指標への寄与度等
も踏まえながら、引き続き、効
率的・効果的な事業への見直
し・改善へ取り組んでいく。
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Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　

 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計

 事業費用

 事業外費用

 特別損失

 支出計

（ 単位：千円 ）

評価

(d-h) -82,197 -152,016 -32,121 B 設備貸与事業（Ⅲ－３参照）

(a+b-e-f) -82,197 -152,016 -32,121 B 設備貸与事業（Ⅲ－３参照）

公益目的事業会計 -59,754 -155,755 -22,941 ―

収益事業等会計 -17,303 11,305 -4,009 ―

法人会計 -5,140 -7,566 -5,171 ―

 剰余金 378,933 184,334 187,507 A

※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等

 資産 18,049,532 10,234,073 9,701,346 －

 流動資産 1,896,420 1,580,861 1,250,006 ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰｾﾝﾀｰ移管に伴う減 －

 固定資産 16,153,112 8,653,212 8,451,340 －

 負債 9,887,989 2,207,604 1,706,998 －

 流動負債 441,104 359,596 144,132 ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰｾﾝﾀｰ移管に伴う減 －

 固定負債 9,446,885 1,848,008 1,562,866 －

 正味財産/純資産 8,161,544 8,026,469 7,994,348 －

 基本財産/資本金 4,977,223 6,933,120 6,933,120 －

 剰余金等 378,933 184,334 187,507 －

 運用財産 2,805,388 909,015 873,721 －

(a) 1,224,561 1,179,845 851,289 ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰｾﾝﾀｰ移管に伴う減 1,063,222 

うち県支出額 786,393 781,941 667,008 920,268 

(県支出額/事業収益) (64.2%) (66.3%) (78.4%) (86.6%)

(b) 244,381 193,019 104,596 87,960 

うち基本財産運用益 60,322 72,670 81,456 
活性化基金運用益（財団拠出
分）の繰入による増

79,668 

(c) 0 0 0 0 

うち基本金取崩額 0 0 0 0 

(d=a+b+c) 1,468,942 1,372,864 955,885 1,151,182 

(e) 1,551,139 1,524,880 988,006 ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰｾﾝﾀｰ移管に伴う減 1,220,303 

うち人件費 426,119 402,944 303,659 ﾌｧﾙﾏﾊﾞﾚｰｾﾝﾀｰ移管に伴う減 288,198 

(人件費/事業費用) (27.5%) (26.4%) (30.7%) (23.6%)

(f) 0 0 0 0 

(g) 0 0 0 0 

(h=e+f+g) 1,551,139 1,524,880 988,006 1,220,303 

収支差 (d-h) (82,197) (152,016) (32,121) (69,121)

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 Ｒ１ 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入
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２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

５ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

・時間外勤務を前年度比で７％程度縮減し、財団維持費（人件費、管理費）の抑制に努めた。
・国庫事業の獲得など、財源の確保に努めた。

・設備貸与事業
　設備貸与事業は、複数年にわたって、繰越金の活用により収支の均衡をとっている。平成27年３月
で新規貸与を終了したが、その後も債権回収業務や滞納整理業務が続いていくため、一定の費用を
維持していく必要がある。一方で、新規貸与終了に伴い事業収益は減少していく。このため、単年度
の収支差額が生じている。なお、収支差額のマイナス分については、当面は繰越金の充当で対応し
ていく。

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

・静岡県等との連携により、戦略的基盤技術
高度化支援事業の受託、プッシュ型事業承
継支援高度化事業（H29国補正予算）の地
域事務局の受託など、国等の事業の新規受
託に努めている。
・単年度の赤字が継続しているが、主な要
因は、設備貸与事業など、複数年にわたっ
て繰越金の活用により収支のバランスをとっ
ている事業によるものである。

○

低金利情勢による基本財産運用益の低下
が当面継続していくことが予想されることか
ら、引き続き、組織体制の見直しや、経理業
務の集中化等の業務効率化による人員削
減、時間外勤務縮減等の経費削減に取り組
んでいくことが必要である。

対応状況

団体記載 県所管課記載

－

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）
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Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）

・静岡県と連携し、国等の事業の新規受託に向け
た取り組みを強化する。
・「販売戦略構築支援事業」の具体的な取り組み
により、支援企業の新事業等の売上げに繋げる。
・フーズ・サイエンスヒルズプロジェクトへの取組を
強化するとともに、中小企業等の新成長分野への
取組に対する支援を推進していく。
・事業の実施に当たっては、静岡県はもとより、地
域の産業支援機関、研究機関等と役割分担や連
携を図りながら、効果的、効率的な事業実施に努
めていく。

・県の産業成長戦略では、第４次産業革命への対
応など、既存の中小企業枠を超えた地域企業全
体を総合的に支援するため、産業支援機関の機
能強化が求められている。
・また、フーズ・サイエンスヒルズプロジェクトや成
長産業分野への参入促進に加え、ＩｏＴ利活用促
進やＥＶ化への対応など、新たに対応すべき事案
が増加している。
・一方で、金利低下に伴う基本財産運用益の減少
により、新たなニーズに対応する自主事業の財源
確保は厳しい状況にある。
・今後、限られた経営資源を有効に活用し、財団
機能を持続的に向上していくため対策等が必要で
ある。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）

・県との連携等により、新規事業の受託を積極的
に行うとともに今後も適正な事業運営に努める。
・設備貸与事業等の終了に伴う管理業務を効率
的に進めていく。
・時間外勤務の削減に引き続き取り組む。
・目標を持った財団維持費の管理を実施し、適正
な事業運営に努める。

・産業財団の経営資源に限界がある中で、求めら
れる機能が年々肥大化しているため、事業の整
理、経営のスリム化により効率化を図る必要があ
る。
・このため、県においても、産業財団への補助（委
託）事業を考える際には、公益財団法人としての
役割を考慮し、優先度の高い事業に集中させるな
ど、改善努力が必要である。
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Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位：人、千円）

区　分 H28 H29 H30 Ｒ１ 備考（増減理由等）

常勤役員数 1 1 1 1

うち県派遣 0 0 0 0

うち県ＯＢ 1 1 1 1

常勤職員数 76 74 43 43

うち県派遣 13 13 6 6

うち県ＯＢ 7 5 0 0

県支出額 787,001 781,941 674,596 938,482

補助金 600,871 593,040 513,834 763,761 新規（地域創生起業支援）、拡充（EV）等

委託金 185,031 188,901 153,174 156,507

その他 1,099 0 7,588 18,214

県からの借入金 9,209,420 1,612,361 1,311,042 283,344 農商工連携基金返還等
県が債務保証等を
付した債務残高 0 0 0 0

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○
県の監督下で計画的に定員管理を行っており、毎年度、事業ごとに必要
な業務量を精査し、効果的な事業実施が図れるように効率的かつ適正
な人員配分を行っている。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

○
常勤役員の県職員はいない。
県や国との連携を図るため、県OBが１名（副理事長兼専務理事）就任し
ている。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

○
事業ごとに県と財団がそれぞれ果たすべき責任分担を検討し、県の役
割分担に応じて必要最小限の派遣職員数としている。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

○

・令和元年度は県職員６人を派遣している。（研究開発支援１人、経営支
援１人、新事業支援２人、フーズ・サイエンスセンター２人）
・産業財団は、県業務の委託・共同・補完・支援を行う団体であり、当団
体の円滑かつ効果的な事業実施のためには、中小企業診断士、研究員
等の専門性を有する県職員の派遣が必要である。

 県からの補助金等の
 支出や借入金等につ
 いて、必要性、有効性
 が認められるか

○

・平成30年度は県補助金10事業、県委託金10事業で、県補助金・県委
託金の総額は667,008千円、事業収益に占める割合は78.4％である。
・県補助金は、法律に基づき当団体を指定又は認定している中小企業
支援センター、下請企業振興協会等としての業務に係るもの、あるいは
静岡新産業集積クラスターの推進など県の重点施策を実施する業務に
係るもの、また、県委託金は、高度化資金貸付診断や経営革新支援な
ど当団体のノウハウを活用するためのものであり、それぞれ必要な財政
関与である。
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Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意見把握の手法及び意見

２ 事業やサービスの見直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

利用者アンケート、意見交換会等を通じて得た意見や成果を反映し、展示会事業の見直しを実施
・専門性の高い首都圏展示会への出展支援
     →展示会の効果を確認しながら、より効果が見込まれる展示会への変更
・総合的な展示会
   　→相手先を個別企業等に絞った展示会の開催　等
・販売戦略構築支援事業
   　→伴走型支援により、売上に結びつく支援の実施

外部評価委員会 ＿ ＿

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ ○
・展示会等終了時に出展者アン
ケートを実施している。

・半年後、１年後の成果の確認を
行っている。
・要望等については次回以降の企
画への反映を図っている。

利用者等
意見交換会

○ ○
・事業開催前の説明会等で意見を
聴取している。

・要望等については実施事業に反映
させている。

その他
(支援機関等ネッ
トワーク会議)

○ ○
・支援機関等ネットワーク会議、支
援機関連携会議で意見を聴取し
ている。

・要望等については実施事業に反映
させている。
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